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目標ベースの

ガバナンスの実証と
効果計測

サブテーマ２：行政とSDGs
(国連大学ｻｽﾃｲﾅﾋﾞﾘﾃｨ高等研究所)

竹本・森田・増田他

国家政府レベルのSDGs達成に関するガバナ
ンスの研究
（中央官庁の行政システム国内外比較）
地方政府レベルのSDGs達成に向けた日本の
自治体のケーススタディー

企業活動におけるSDGsの効果的実施と計測方法
の検討
関連複数目標に整合的行動の分析に基づき、SDGs
に基づく新たなプライベート・ガバナンスの創出と計測
（企業との協働）、投資とSDGs

サブテーマ１：評価指標の構築

(国環研)藤田・五味・平野・牧他
ポスト第5次環境基本計画を視野に入れた指標の検討
• 既存指標の包括的整理
• SDGsを活用した(環境・社会・経済面の)統合的指標の

検討
• 指標の効果、意味等の検討

サブテーマ３：企業とSDGs

(慶応義塾大学大学院)
蟹江、川本他

指標・評価手法
評価と統合した実施
／行動の創出

評価と統合した実施
／行動の創出
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平成31年度 環境総合研究推進費課題
SDGs目標達成に向けた統合的実施方法の包括的検討



サブテーマ２：行政と
SDGs 国家と地方自治体

企業活動における
の検討
関連複数目標に整合的行動の分析に基づき、
に基づく新たなプライベート・ガバナンスの創出と計測
（企業との協働）、投資と

サブテーマ１：
地域の評価指
標の構築

サブテーマ１ポ
スト第五次環
境基本計画を
視野に入れた指
標の検討

サブテーマ３：
企業とSDGs

企業のSDGｓ
の取り組みの
分析と運営支

援
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平成30年度 環境総合研究推進費課題
SDGs目標達成に向けた統合的実施方法の包括的検討

SDGｓGlobal Indicators

インドネシアの自治体



目的：SDGs指標選定と実施の方法論開発

SDGsの統合的目標達成へ向けて適切な実施を行うことでモデル事例を創出し、
その進捗を測定するための方法を開発する。またこのプロセスを通じ、文理実務協
働（トランスディシプリナリー研究）の方法論を開発する。

• SDGsによる変革を実現するため、SDGsに基づいた分析ツールを用いること
で各行為主体の課題解決の方法を開発し、バックキャスティングの手法を用
いながら、関連する目標やターゲットすべてにプラスの効果を出すような行動
（coherent action）を創出するための方法論を開発する

• 統合的実施（複数のターゲットの同時達成）を評価するための指標を開
発したうえで、データ入手が可能であれば国際比較を行う

• 統合的目標達成へ向けた制度設計を提言する

→ SDGsを好機とした、“環境”の主流化へ向けた社会実装研究
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背景：SDGsの実用化に向けた研究

• SDGsへの社会的関心が高まるものの、SDGsに関する包括的研究
はS-11(持続可能な開発目標とガバナンスに関する総合的研究

-地球の限られた資源と環境容量に基づくポスト2015 年開発・成長
目標の制定と実現へ向けて-)以降行われていない。

• ターゲット間の関係については、ICSUでの検討やNilssonらが2016年
Natureに発表した研究により、抽象的レベルでは行われているが、具体的事
例に基づいた研究は欠けている。

• SDGsへの関心： 2019年の「SDGsモデル」の日本からの発信へ
向けて、政府による「SDGsアクションプラン2018」の発表。SDG未
来都市事業の始動

• 第5次環境基本計画論議のなかで、SDGsに対応した統合指標へ
の期待の高まり

• Future Earthなどトランスディシプリナリー研究への関心の高まり。

しかし、社会との協働は不十分 5



研究内容
SDGsを政策ツール／分析ツールととらえ、多様な行為主体において、優先課題
に応じた制度構築や政策推進モデルの形成を行うための方策を開発する

サブテーマ１（NIES）：評価指標の構築

• ポスト第5次環境基本計画を視野に入れた社会・経済・環境面の統合的指
標の検討

サブテーマ２（UNU-IAS）：行政とSDGs

• SDGsを梃にした行政改革による環境の主流化の検討及び地方行政の
SDGsによる変革のありかたの検討

サブテーマ３（Keio SFC）：企業とSDGs

• 企業における優先課題に基づくSDGsの複数目標の同時達成方法の検討を
通じたSDGsモデルの創出と、プライベートガバナンス（表彰制度、ランキング
制度など）に基づく制度の検討
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2030目標・
ターゲット

SDGsの普遍的な
原則、国の目標か
らの指標構築

SDGs指標設定プロセスの実構築（Co-Planning）
• 「横」の比較でなく「縦」の比較

– 同一主体で目標にどれだけ近づいたかを測るのであって、異なる主体を
横断的に比較するのではない

– その際目標／ターゲットが自己満足とならないようサイエンス・ベースで
SDGsの観点から検証

• 指標は個々の主体の主観的優先度に合わせた選択式

個別
課題

課
題

課
題

課
題

バックキャスティング
進捗を測る指標

ターゲット 1
2030年までに文化
振興の雇用創出

指標群リスト
1) 図書館雇

用者数
2) 文化イベ

ント参加
者数

SDG 8.9   2030年までに、
雇用創出、地方の文化振興・
産品販促につながる持続可
能な観光業を促進するための
政策を立案し実施する。

自治体A
指標

美術館訪
問者数

国レベルでの進捗計測例

企業・自治体のターゲットと指標のイメージ

自治体・企業の進捗計測例自治体・企業の主体的な
選択指標

専門家とステイクホルダー
との協働での開発プロセス

普遍的指標と主体選定指標の
論理的整合性、定量的相関性
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内閣府自治体ＳＤＧｓ推進評価・調査検討会

（１）ＳＤＧｓ未来都市等の透明性、公平性、中立性
を高めるため、ＳＤＧｓ未来都市等の選定基準の検討、
ＳＤＧｓ未来都市等の選定案の作成に資する客観的評
価及びＳＤＧｓ未来都市等の選定後の評価等に関して
調査及び検討、担当大臣に助言。（２）ＳＤＧｓ未来
都市等の推進のため、ＳＤＧｓ未来都市が策定するＳ
ＤＧｓ未来都市計画（以下「計画」という。）の策定
時及び計画に基づく取組（自治体ＳＤＧｓモデル事業
を含む）実施時において、助言その他の支援を行うた
めの企画立案等を行う。

秋山弘子（社団）高齢社会共創センター長／東大名誉教授

浅見泰司東京大学大学院工学系研究科教授

小田切徳美明治大学農学部教授

蟹江憲史慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科教授

城山英明東京大学大学院法学政治学研究科教授

神成淳司慶應義塾大学環境情報学部教授

関幸子株式会社ローカルファースト研究所代表取締役

竹本和彦東京大学未来ビジョン研究センター特任教授

藤田壮国立環境研究所 社会環境システム研究センター長

◎村上周三一般財団法人建築環境・省エネルギー機構理事長

自治体によるSDGsの取組の評価
の視点

平成30年12月11日

評価に際しては、実質的に効果
の上がりそうな企画、取組を高
く評価するという評価サイドの
姿勢を明確にし、これを自治体
サイドにも認知する主要な視点
等
・ SDGsの取組が地方創生や地
域活性化に、実質的に貢献する
企画
・ 過去、現在を踏まえて未来を
見据えた、独自性の高い内容を
提案
・ 地域事業の企画は、採算性、
資金メカニズム、民間との連携
等の合理性等。
➡SDGsの理解度
取り組み体制の整備の視点
SDGsの取り組み計画の実
装と目標設定

内閣府自治体SDGs推進計画・調査検討委員会に出力
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サブテーマ２：行
政とSDGs 国家
と地方自治体

本
研
究
事
業

サブテーマ１：地域
の評価指標の構築

ポスト第5次環境基
本計画を視野に入れ
た指標の検討

サブテーマ３：
企業とSDGs

企業のSDGs
の取り組みの
分析と運営
支援
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平成30年度 環境総合研究推進費課題
SDGs目標達成に向けた統合的実施方法の包括的検討

SDGs Global Indicators 232

インドネシアを含む
他国との比較

IBEC 自治体SDGs指標検討委員会 255自治体SDGs指標（川久保推進費で定量化）

本研究藤田・竹本・蟹江が参加

地方創生SDGsローカル指標リスト 138指標
内閣府自治体SDGs未来都市検討会「自治体SDGs推進のためのローカル指標検討WG」

共通指標

自治体SDGs取り組みの将来シナリオ計
画に活用するキー指標

企業のSDGs取り組み指標



環境省 一部総務省、厚生労働省、経済産業省、国土交通省連携事業
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◆スマート・ウェルネス
• スマート長寿健康サービス
• ロボット、ドローン配送
• スマートパーソナルモニタリ

ング 等

福島の再生と未来志向の実現要素の検討例 は定量化を進めているもの

◆エネルギー集約型産業
の低炭素コンビナート
• 素材型産業の広域拠点
• LNG基地の冷熱ビジネス
• LNG火力の地産地消熱電併給
• LNGパイプラインでの減圧分散

供給の地産地消クラスター
• 高効率CCS事業による0炭素化

◆循環素材
• バイオプラスチック等

◆循環経済の実現を側面か
らサポートする技術
• 静脈物流を主としたロジスティ

クスの最適化
• シェアリング・エコノミー
• モノのサービス化

◆ｸﾛｰｽﾞﾄﾞ･ﾙｰﾌﾟ･ﾘｻｲｸﾙ
• 高付加価値リサイクル
• ソーティングセンター
• 太陽光パネルリサイクル拠点

EV蓄電池リユース拠点 等

◆スマートモビリティ
• MAAS（Mobility-as-a-

Service）
• 公共交通ネットワーク
• 渋滞予測、信号機制御
• 公共カーシェアリング

◆クラウドEV都市
• 水素ステーションコンパク

トまちづくり
• EVクラウド蓄電

◆水素エネルギー
• CO2フリー水素製造
• 水素製造拠点
• 水素ストレージ 等

◆大規模再生エネ
• メガ、メソソーラー
• 風力（陸上・洋上）
• バイオマス（森林、メタン、

藻類、バイオ燃料、）
ブルーカーボン 等

◆人材育成・教育
• 大学拠点オフィス誘致
• SDGs政策プラット

フォーム

◆未来志向のグリーン
地域ファイナンス
• 事業化支援拠点 TIF債等
• ESG投資
• グリーンボンド、ファイナ

ンス
• 実質RE100企業誘致 等

◆復興ビジネス/科学観光
• 浜通りの復興/まちづくり再生/ 

地域エネルギー/産業開発拠点等
の地域ネットワーク観光

• 自然公園のグリーン観光

◆脱化石型ｺﾝﾊﾟｸﾄﾈｯﾄﾜｰｸ
• 長期的な視点でのコンパクト

ゾーニングとネットワーク
サービス

• 都市産業共生地区の形成

◆安心安全の復興情報共有ネットワーク
• 中間貯蔵 ・特定廃棄物処理
• 放射能監視テレメータシステム等との連携
• リスクコミュニケーション ・放射能風評解決情報システム
• 復興リアルタイム情報共有
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◆気候変動への適応
• 戦略的市街地コンパクト化
• 地域適応コンソーシアム
• 防災基盤建設

◆ハイブリッド交通
・自動運転ネットワーク
・パーソナルモビリティ、
バリアフリー歩行ネット
ワーク

◆情報ネットワークを活
用する地域絆
• ICTを活用する地区内地区間コ

ミュニケーション
• ICTを活用する公共サービス
• 遠隔ふるさと支援システム

復興・再生の情報インフラ
ナレッジプラットフォーム

交通・
まちづくり

地域
ｴﾈﾙｷﾞｰ

循環共生
型産業

2030 2040 2050
福島再生･未来ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

・未来志向の環境創造型復興
・脱化石によるCO2排出ゼロ地域
・脱化石産業集積による人口回復・地域活性化

・未来志向の環境創造型復興
・脱化石によるCO2排出ゼロ地域
・脱化石産業集積による人口回復・地域活性化

◆産業共生型スマート
アグリ施設農業システム
• 育成リスク情報ネットワーク
• 消費者、流通リアルタイム情

報ネットワーク
• トリジェネレーションによる

熱電炭酸ガス供給
• 加工販売を含む6次産業化

◆シュタットベルケ型
スマートエネルギー
• DR等の効率的需給ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
• 熱電エネルギーネットワーク
• Society5.0型地域サービス

◆カスケード木質社会
• 森林除染・木材分別技術
• 建設資材利用システム（CLT、

集成材、内装材,クラフト材）
• 熱電併給バイオマスｴﾈﾙｷﾞｰ
• 木質コンパクト都市



ＳＤＧｓ未来都市等に求められる内容（提案内容）ＳＤＧｓ未来都市等に求められる内容（提案内容）
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【ＳＤＧｓ未来都市とは】、ＳＤＧｓの理念に沿った
基本的・総合的取組を推進しようとする都市・地域
の中から、経済・社会・環境の三側面における新し
い価値創出を通して持続可能な開発を実現するポ
テンシャルが高い都市・地域として選定されるもの
である。

【自治体ＳＤＧｓモデル事業とは】、ＳＤＧｓ未来
都市によるＳＤＧｓの基本的・総合的取組の中でも
特に注力的に実施する事業であり、多様なステーク
ホルダーとの連携を通し、地域における自律的好
循環が見込める事業を指す。

内閣府ＳＤＧｓ未来都市等募集要領（2018）より抜粋・加工



SDGｓ未来都市事業

SDGs未来都市と地域循環共生圏

SDGsモデル事業

地域循環共生圏
プラットフォーム

事業

2030の地域SDGs計画

地域特性を活か
した将来の方針

地域効果が高い
パイロット事業

0

100

200

300

400

500

600

700

2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050

億
円

試算の結果例 (域内総生産)

なりゆきシナリオ

LNG立地シナリオ

産業振興シナリオ

環境産業共生シナリオ

成功事例の普及展開・持続可能なまちづくり

環境省
地域循環共生圏

脱炭素地域づく
りﾓﾃﾞﾙ形成事業

脱炭素イノベー
ション構築事業

長
期

短
中
期
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2020年度 SDGs未来都市（33自治体）
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SDGs 未来選定都市一覧
（2018年度：29都市/2019年度：31都市/2020年度：33都市）

2018年度（29都市） 2019年度（31都市） 2020年度（33都市）

北海道 愛知県豊田市 岩手県陸前高田市 京都府舞鶴市 岩手県岩手町 滋賀県湖南市

北海道札幌市 三重県志摩市 福島県郡山市 奈良県生駒市 宮城県仙台市 京都府亀岡市

北海道ニセコ町 大阪府堺市 栃木県宇都宮市 奈良県三郷町 宮城県石巻市 大阪府大阪市

北海道下川町 奈良県十津川村 群馬県みなかみ町 奈良県広陵町 山形県鶴岡市 大阪府豊中市

宮城県東松島市 岡山県岡山市 埼玉県さいたま市 和歌山県和歌山市 埼玉県春日部市 大阪府富田林市

秋田県仙北市 岡山県真庭市 東京都日野市 鳥取県日南町 東京都豊島区 兵庫県明石市

山形県飯豊町 広島県 神奈川県川崎市 岡山県⻄粟倉村 神奈川県相模原市 岡山県倉敷市

茨城県つくば市 山口県宇部市 神奈川県小田原市 福岡県大牟田市 石川県金沢市 広島県東広島市

神奈川県 徳島県上勝町 新潟県見附市 福岡県福津市 石川県加賀市 香川県三豊市

神奈川県横浜市 福岡県北九州市 富山県 熊本県熊本市 石川県能美市 愛媛県松山市

神奈川県鎌倉市 長崎県壱岐市 富山県南砺市 鹿児島県大崎町 長野県大町市 高知県土佐町

富山県富山市 熊本県小国町 石川県小松市 鹿児島県徳之島町 岐阜県 福岡県宗像市

石川県珠洲市 福井県鯖江市 沖縄県恩納村 静岡県富士市 長崎県対馬市

石川県白山市 愛知県 静岡県掛川市 熊本県水俣市

長野県 愛知県名古屋市 愛知県岡崎市 鹿児島県鹿児島市

静岡県静岡市 愛知県豊橋市 三重県 沖縄県石垣市

静岡県浜松市 滋賀県 三重県いなべ市
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自治体SDGs モデル事業選定都市一覧
（2018年度：10都市/2019年度：10都市/2020年度：10都市）

2018年度 2019年度 2020年度

北海道
ニセコ町

環境を生かし、資源、経済が循環す
る「サスティナブルタウンニセコ」
の構築

福島県
郡山市

ＳＤＧｓ体感未来都市こおりや
ま

宮城県

石巻市

コミュニティを核とした持続可能
な地域社会の構築

北海道
下川町

ＳＤＧｓパートナーシップによる良
質な暮らし創造実践事業

神奈川県
小田原市

人とのつながりによる「いのちを
守り育てる地域自給圏」の創造

東京都

豊島区

国際アート・カルチャー都市実現
戦略実施事業

神奈川県 ＳＤＧｓ社会的インパクト評価実証
プロジェクト

新潟県
見附市

「歩いて暮らせるまちづくり」
ウォーカブルシティの深化と定着

石川県
金沢市

市民生活と調和した持続可能な観
光の振興～「責任ある観光」によ
り市民と観光客、双方の「しあわ
せ」を実現するまち金沢～

神奈川県
横浜市

“連携”による横浜型「大都市モデ
ル」創出事業

富山県
南砺市

「南砺版エコビレッジ事業」の更
なる深化～域内外へのブランディ
ング強化と南砺版地域循環共生圏
の実装～

三重県
いなべ市

グリーンクリエイティブいなべ～
グリーンインフラ商業施設「にぎ
わいの森」から、カジュアルなＳ
ＤＧｓ推進を世界へ～

神奈川県
鎌倉市

持続可能な都市経営「SDGs 未来都
市かまくら」の創造

福井県
鯖江市

女性が輝く「めがねのまちさば
え」～女性のエンパワーメントが
地域をエンパワーメントする～

京都府

亀岡市

「かめおか霧の芸術祭」 x X（か
けるエックス）～持続可能性を生
み出すイノベーションハブ～

富山県
富山市

ＬＲＴネットワークと自立分散型エ
ネルギーマネジメントの融合による
コンパクトシティの深化

京都府
舞鶴市

『ヒト、モノ、情報、あらゆる資
源がつながる“未来の舞鶴”』創生
事業

大阪府
大阪市

大阪発「大阪ブルー・オーシャ
ン・ビジョン」推進プロジェクト

岡山県
真庭市

永続的発展に向けた地方分散モデル
事業

岡山県
⻄粟倉村

森林ファンドと森林RE Designによ
る百年の森林事業Ver.2.0

大阪府
富田林市

富田林発！「商助」によるいのち
輝く未来社会の実現プロジェクト

福岡県
北九州市

地域エネルギー次世代モデル事業 熊本県
熊本市

熊本地震の経験と教訓をいかした
地域（防災）力の向上事業

岡山県

倉敷市

多様な人材が活躍し，自然と共存
する“持続可能な流域暮らし”の創
造事業～高梁川流域圏の発展は倉
敷市の発展～

長崎県
壱岐市

Industry4.0を駆使したスマート6次産
業化モデル構築事業

鹿児島県
大崎町

大崎システムを起点にした世界標
準の循環型地域経営モデル

愛媛県

松山市

“観光未来都市まつやま”推進事業

熊本県
小国町

特色ある地域資源を活かした循環型
の社会と産業づくり

沖縄県

恩納村

「サンゴの村宣言」ＳＤＧｓプロ
ジェクト

沖縄県

石垣市

石垣ＳＤＧｓプラットフォームを
活用した「離島におけるＳＤＧｓ
課題解決モデル（＝石垣ＳＤＧｓ
モデル）」構築事業 16
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Review of SDGs and index system research

Table. Milestones of sustainable development and the evolution of SDGs.

(revised from Eustachio, et al., 2019)

MEADO
WS-1972

UN-1982 WCED-
1987

UN-1992 UN-1995 UN-2002 UN-
2012

UN-2015 Future

Limits to 
Grow

World 
Charter 
for 
Nature

Our 
Common 
Future

Earth 
Summit 
1992

World 
Summit 
on Social 
Develop
ment in 
Copenha
gen

World 
Summit 
on Social 
Develop
ment in 
Johannes
burg

Rio+20
MDGs

Sustainable
Development
Goals

Consensus that quantitative 
information and indicators would 
play an important role on 
sustainable development

Chapter 40 
“Indicators 
that show 
us if we are 
creating a 
more 
sustainable 
world”

Incentive to measure 
SDG from national to 
local scale

Measures: United 
Nations and World 
Bank

Consistent and intense creation of several indicators, 
survey of variables, panel of indicators and indexes
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Review of SDGs and index system research

Figure. SDG Dashboards in the world.

(Traub, et al., 2017)

Green signifies that the country has achieved the goal, yellow points to significant challenges that remain and red warns 

that major challenges must be overcome to meet the goal. Grey indicates an SDG for which there is no data. Icon images 

courtesy of United Nations.
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Review of SDGs and index system research

Figure. Interlinkages between energy systems 
the SDGs and Targets (Nerini, et al., 2018)

Targets highlighted black (and indicated with black 
arrows) call for action in relation to energy systems.

Summary of top journal papers (Nature/Science)

Figure. The relationship of the 17 UN SDGs to each 
other (Costanza, et al., 2016)

SDG indicator research Frequ
ency

Paper NO. in 
next Slide

1. Typical SDGs indicator 
quantification

3 2,7,16

2. Indicator coupling and 
trade-off analysis

2 6,11

3. Nexus indicator analysis 3 1,4,5

4. Time series analysis 2 10,13

5. Quantification and progress 
of indicator system

4 3,9,14,15

6. Climate actions 1 12,

7. Public views 1 8
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SDGs政策キー指標の検討例（推進費研究課題；代表藤田）
Localized Indicator

（LI）

7.2.1.4 新エネルギー発電割合（新エネルギー発電量/最終エネルギー消費量）

1.1.1 相対的貧困割合

2.1.2.2

3.4.1
心血管疾患、癌、糖尿病の死亡率

(心血管疾患、癌、糖尿病の死亡数/総死亡数）

生産額ベースの食料自給率（各都道府県の食料生産額／食料消費仕向額）

Goal
Global

Indicator(GI）

4.2.1

4.a.1.2 学校におけるコンピュータの設置状况率

5歳未満の入院者割合（5歳未満の入院者数／5歳未満人口）

3.b.3 人口当たりの一般病院数（一般病院数/人口）

4.1.1 中学登校者割合（（中学校在学者数-不登校者数）/中学校在学者数）

7.1.1 人口当たりの電力エネルギー消費量（電力エネルギー消費量/人口）

6.3.1 汚水処理人口普及率

6.a.1 人口当たりの下水道費（下水道費／総人口）

8.5.1 労働者の平均時給（平均所得/所定内+超過実労働時間）

8.5.2 失業率（完全失業者数/労働力人口）

就業者当たりの県内総生産（県内総生産/就業者数）

8.4.1 1人1日当たりのごみ排出量（家庭部門）

7.3.1 エネルギー消費量当たりの県内総生産（県内総生産/エネルギー消費量）

8.2.1

10.2.1 相対的貧困世帯割合

10.4.1 労働生産性（付加価値額/従業員数）

9.c.1 インターネット普及率

11.6.1 廃棄物の最終処分割合（最終処分量/ごみ総排出量）

12.2.1 1人1日当たりのごみ排出量（家庭部門）

11.2.1 鉄道．電車．バスの利用割合

11.3.1.3 人口自然増減（出生数-死亡数）/総人口

13.1.1 災害等の自然外因による死亡者割合（災害等の自然外因による死亡者/人口）

12.4.2 有害廃棄物割合（その他廃棄物/廃棄物の総搬入量）

12.5.1 リサイクル率

15.1.1 森林面積割合（森林面積/面積）

16.1.4.1 人口当たりの刑法犯認知件数（刑法犯認知件数／総人口）

13.X

14.4.1 人口当たりの漁獲量（漁獲量+養殖收穫量）/総人口

人口当たりのCO2排出量（CO2排出量/総人口）

17.17.1 地域サポーターを設置している市区町村の割合

17.1.2.1 財政力指数

17.8.1 インターネット普及率

9.5.1 県内総生産当たりの研究開発費（研究開発費支出総額/県内総生産）

県内総生産当たりのCO2排出量（CO2排出量／県内総生産）

県内総生産当たりの観光消費額（観光消費額/県内総生産）

9.2.1.2 人口当たりの製造業粗付加価値額（製造業粗付加価値額/人口）

9.4.1

8.9.1

SDGSモデル
プロジェクト
の計画を支援
する指標検討
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スマート
都市

地域エネル
ギー事業

地域循環
リサイクル

事業

地域交通
システム

住民、企業、
行政が参画

する

コ・デザイン
による

SDGsキー指
標の選定



地方創生ＳＤＧｓローカル指標取り纏め状況
自治体SDGs指標からの選定 がローカル指標候補

6月14日「内閣府自治体SDGs検討会第2回ロー
カル指標ＷＧで議論した資料をもとに作成
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地域情報
Staristics

・GIS Population, 
Industries, （500mgrid）

<2010年、2015年>

SDGsを用いた
自治体と地域の

診断
強みと課題

達成見込み② ＳＤＧｓ指標を活用した未来シナリオ検討
プロセスの構築

Dialogue 
with 
Local 
Govern-
ments

Resea-
rch
Conso-
rtium

日本版ローカル
SDGs指標138

国際的なSDGs 
指標 232

BAU
シナリオ

モデル事業分野
の選定/

パイロットプロ
ジェクトの設計

将来SDGsの
ゴールと達成
のシナリオ

対策技術政策
インベントリ

社会対話で選定
するSDGｓ政策

キー指標
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Goal Global 

Indicator

（GI）

Localized Indicator

（LI）

3.4.1 心血管疾患、癌、糖尿病の死亡
率（心血管疾患、癌、糖尿病の
死亡数/総死亡数）

3.b.3 人口当たりの一般病院数（一般
病院数/人口）

4.1.1

(Revised)

中学登校者割合*（(中学校在学
者数－不登校者数)／中学校在
学者数）

6.a.1 汚水処理人口普及率

8.2.1 就業者当たりの町內総生產（町
內総生產/就業者数）

8.9.1 町內総生產当たりの観光消費額
（観光消費額/町內総生產）

Goal Global 

Indicator

(GI)

Localized Indicator

(LI)

9.2.1.2 人口当たりの製造業粗付加価值
額（製造業粗付加価值額/人口）

10.2.1 相対的貧困世带割合*
500万円未満世带の割合
300万円未満世带の割合

11.2.1 鉄道．電車．バスの利用割合
（15歲以上自宅外通勤通学者鉄
道．電車．バス利用している人
数/15嵗以上自宅外通勤通学者）

12.5.1 ごみのリサイクル率

13.X 人口当たりのCO2排出量
（CO2排出量/総人口）

14.4.1

(Revised)

人口当たりの漁獲量（漁獲量+養
殖收穫量）/総人口

SDGs未来都市の将来シナリオの評価によるキー指標の算定例(2019年度成果)

循環経済の
施設更新？

下水道が
課題？

観光振興の
可能性？

製造業の活性
化が課題？

ｶｰｼｪｱﾘﾝｸﾞ、
CASEの活用？
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9.2.1.2 Industrial
Production Value 

(thousand yen) per Capita

13.X CO2 Emission (t) 
per Capita

11.2.1 Ratio of Public 
Transit Users

SDGs政策キー指標による自治体比較検討例(2010年度評価)

6.a.1 Ratio of
Wastewater Treatment

3.b.3 Hospitals per
capita （100 

thousand）

8.2.1  Local GDP per 
Employee 

Shinchi
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SDGsに関する地方自治体の基礎指標を整理
• SDGsではゴールごとにグローバル・インディケーターが設定されているが、日本の自治体の状況に

は見合わないものや、自治体単位のデータが得られないものが多い。

• 自治体単位で入手可能な統計からSDGsの各ゴールに関連する指標を抽出し、自治体の
SDGsの進捗を測る基礎指標として整理した。

基礎指標 統計資料 関連するSDGsのゴール

相対的貧困世帯の割合 住宅・土地統計調査 1

人口当たり栄養失調による死亡数 人口動態統計 2

妊産婦死亡率 人口動態統計 3

乳児死亡率 人口動態統計 3

高校卒業者の大学進学率 学校基本調査 4

就業率・女性の就業率 国勢調査 5、8

汚水処理人口普及率 汚水処理人口普及状況 6

河川長・湖沼面積 国土数値情報 6、14、15

再生可能エネルギー導入容量 なっとく！再生可能エネルギー 7、13

発電量に占める再エネ比率 都道府県別発電実績 7、13

域内総生産に占める雇用者報酬の割合 県民経済計算 8、10

域内総生産当たり研究費 科学技術研究調査 9

人口当たり公園面積 公共施設状況調経年比較表 11、15

通勤・通学者の鉄道・バス利用割合 国勢調査 11、13

リサイクル率 一般廃棄物処理実態調査 12

人口当たりCO2排出量 部門別CO2排出量の現況推計 13

人口当たり海面漁業漁獲量 海面漁業生産統計調査 14

林野率 農林業センサス 15

耕地面積に占める耕作放棄地の割合 農林業センサス 15

人口当たり殺人認知件数 犯罪統計 16

実質公債費比率 地方財政状況調査関係資料 17 27



整理した基礎指標の時系列比較(2)
再生可能エネルギー発電設備導入容量
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整理した基礎指標の時系列比較
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GDPに占める雇用者報酬の割合

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

1
9
9
5
年

1
9
9
6
年

1
9
9
7
年

1
9
9
8
年

1
9
9
9
年

2
0
0
0
年

2
0
0
1
年

2
0
0
2
年

2
0
0
3
年

2
0
0
4
年

2
0
0
5
年

2
0
0
6
年

2
0
0
7
年

2
0
0
8
年

2
0
0
9
年

2
0
1
0
年

2
0
1
1
年

2
0
1
2
年

2
0
1
3
年

2
0
1
4
年

2
0
1
5
年

2
0
1
6
年

2
0
1
7
年

大
学
進
学
率

(%
)

福島県新地町

福島県郡山市

福島県

熊本県小国町

熊本県

全国

40%

45%

50%

55%

60%

65%

1
9
9
5
年

1
9
9
6
年

1
9
9
7
年

1
9
9
8
年

1
9
9
9
年

2
0
0
0
年

2
0
0
1
年

2
0
0
2
年

2
0
0
3
年

2
0
0
4
年

2
0
0
5
年

2
0
0
6
年

2
0
0
7
年

2
0
0
8
年

2
0
0
9
年

2
0
1
0
年

2
0
1
1
年

2
0
1
2
年

2
0
1
3
年

2
0
1
4
年

2
0
1
5
年

2
0
1
6
年

2
0
1
7
年

女
性
の
就
業
率

(%
)

福島県新地町

福島県郡山市

福島県

熊本県小国町

熊本県

全国

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

1
9
9
5
年

1
9
9
6
年

1
9
9
7
年

1
9
9
8
年

1
9
9
9
年

2
0
0
0
年

2
0
0
1
年

2
0
0
2
年

2
0
0
3
年

2
0
0
4
年

2
0
0
5
年

2
0
0
6
年

2
0
0
7
年

2
0
0
8
年

2
0
0
9
年

2
0
1
0
年

2
0
1
1
年

2
0
1
2
年

2
0
1
3
年

2
0
1
4
年

2
0
1
5
年

2
0
1
6
年

2
0
1
7
年

G
D

P
に
占
め
る
雇
用
者
報
酬
の
割
合

(%
)

福島県新地町

福島県郡山市

福島県

熊本県小国町

熊本県

全国

0%

5%

10%

15%

20%

25%

1
9
9
5
年

1
9
9
6
年

1
9
9
7
年

1
9
9
8
年

1
9
9
9
年

2
0
0
0
年

2
0
0
1
年

2
0
0
2
年

2
0
0
3
年

2
0
0
4
年

2
0
0
5
年

2
0
0
6
年

2
0
0
7
年

2
0
0
8
年

2
0
0
9
年

2
0
1
0
年

2
0
1
1
年

2
0
1
2
年

2
0
1
3
年

2
0
1
4
年

2
0
1
5
年

2
0
1
6
年

2
0
1
7
年

耕
作
放
棄
地
の
割
合

(%
)

福島県新地町

福島県郡山市

福島県

熊本県小国町

熊本県

全国

耕地面積に占める耕作放棄地の割合

0%

5%

10%

15%

20%

25%

耕
作
放
棄
地
の
割
合

(%
)

福島県新地町 福島県郡山市 福島県 熊本県小国町 熊本県 全国 29



産
業
生
産
額

就
業
者
数

 

,, , / i ri r i rL VA LP  (1) 

,,

,

,

( )

( )

nb rr a

a
i r

b r

P VAP for i nb
VA

VA for i b

  


 
 


 (2) 

, ,, , ,i s ri r i s rL RS CM   (3) 

, ,, , ,

,

/ s s r s ai s r s a

i r r

CM LPR Lout PC P
    

      
   

   (4) 

11

, ,

( 0)

( 0)

t-1,s,at-1,s,a

t s a
t-1,s,at-1,s,a

a

P SVR for a
P

P BR for a


  


    



 (5) 

, , ,s a s a s aP P NM   (6) 

, / ss a s

a

P HS HHD  (7) 

, ,s ps s pHHD VOW VH   (8) 

,, ,r fi r r f

i

VA VOW VH   (9) 

,,, ,s cs cs c s cVH TG TD VKT    (10) 

,

,,

, ,

,

,

( )

( )

( )

( )

s res,esvs

s com,esvt s

t
s eds esv

pas s

c s

HHD ESVG for eds res

L ESVG for eds com
ESVD

VA for eds pas

VKT for eds c

  


 
 
 





 (11) 

 

人
口

通
勤
者
数

純移動

出生率

生残率

移動調整
前人口

農業・
製造業等

商業・
サービス業等

商業・
サービス業等

農業・
製造業等

域内→域外域内→域内

域外→域内

前期
人口

居住人口

350 300 250 200 150 100 50 0 50 100 150 200 250 300

00_04

05_09

10_14

15_19

20_24

25_29

30_34

35_39

40_44

45_49

50_54

55_59

60_64

65_69

70_74

75_79

80_84

85_Over

女性 男性

仙台市

新地町

相馬市

南相馬市

他福島県

他宮城県

1860

224

782

38

19

23

その他
4

仙南+
436

仙台市

新地町

相馬市

南相馬市

仙南+

他福島県

他宮城県

1860

259

1086

39

436

173

10

その他
18

産業の労働需要から雇用を求める

人口に見合う
生産額を求める

産業誘致・農業
振興施策等から
想定する

域外への通勤、町外からの通勤を含む通勤パ
ターンを推計する

雇用と前期の人口、出
生・死亡要因から居住
人口を求める

地域統合評価モデル（福島AIM）

人口・地域経済モデル
土地利用モデル

土地利用制約

生態系・環境影
響評価モデル

生態系資源活用
ポテンシャル
（森林等）

気候変動
影響・適応モデル

農業影響
適応策効果

地域交通
モデル

交通需要
公共交通整備

廃棄物処理
モデル

資源循環利用
エネルギー回収

地域エネルギー
需給モデル

エネルギー技術
CO2排出量

地域のマクロ計画シナリオを分析するモデル

地域統合評価モデルは様々なモデル間での連携により持続可能な地域の将来像を構築する。人口・経
済モデルでは産業の波及効果や域外との通勤も考慮し、産業・雇用・人口への施策効果の分析も行う。

国立環境研五味
主任研作成

SDGs未来都市の代替的な将来シナリオの評価によるキー指標の利用性の検証
地域の低炭素・SDGs 計画を支援する地域統合評価モデルのフレーム
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32SDGs指標を活用する地域計画策定の社会実装研究

JAPAN

Fukushima

Shinchi Town

Shinchi Town, Soma-FutabaRegion, Fukushima Prefecture

Population: 8,247 / Households: 2,754 / Area: 46.35 km2

(As of Jan. 1st, 2017)
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（４）地域住民・事業者が参画する対話型合意形成プロセス

2018 11-準備・協議

未来ビジョン検討会立ち上げ

2019 1.7
準備会合

2019 2.5
第1回未来
ビジョン検討会

2019 2.26
第２回未来
ビジョン検討会

2019 4.25 未来ビジョン検討会議での協議→町長に報告

・庁内体制の協議、企業等調整

・会議の方針、スケジュール協議
・重点的な検討分野の協議、選定
・参加メンバーの協議

2018 11.9 検討会議の立ち上げ協議

・なりゆき未来ｼﾅﾘｵ算定結果協議

・地域産業の将来可能性（ｽﾏｰﾄｱｸﾞ
ﾘ、ｴﾈﾙｷﾞｰまちづくり観光等）
・SDGs未来シナリオ

・農業・産業・観光・エネルギーの
発展復興の未来シナリオ算定
・主要な施策・技術の効果算定

・主要なシナリオテーマの同定
・地域特性の将来動向解析定

・持続可能な未来ｼﾅﾘｵの協議
・SDGs未来都市の協議
・総合計画検討の展開 等

地域エネルギー事業を拠点とする地域復興・
統合まちづくりシナリオ設計システムの開発 【2018年度の成果】

・なりゆき（BAU）の未来シナリオ
・主要な施策・技術の効果算定
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・未来シナリオモデルのカスタマイズ
・地域データ収集・更新⇐新地町
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町の将来像

着実な復興の継続
町民の安心で安全な暮らし
活力ある産業と経済の推進
交流・コミュニティの活性化

総合計画への情報提供のための未来ビジョン検討例

町の将来像に向けて
課題、必要な取組みを共有

総合計画の系統会議
パブリックヒアリング
町民計画カフェ等

対話型の
復興計画
策定ﾌﾟﾛｾｽ
として水平
展開

総 合 計 画 の 検 討

2019年度～ 2020年度～

SDGs 
achievement

SDGs 
achievement

庁内横断体制での検討
町
民
に
よ
り
そ
う

第
六
次
総
合
計
画

未来シナリオの協議

・定住促進、地域交通、教
育、地域産業（まちづくりｴ
ﾈﾙｷﾞｰ）等の将来可能性
・町の復興、主要な施策議
授受の効果算定

新地町未来ビジョン検討会 新地町―国環研ー新地町協定下
のイノベーションコースト実用化促進事業

町職員、専門家の意見
を踏まえた定量的な現
状診断と未来の解析

新地の未
来のエビデ
ンスを提供
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2020年度の新地町の復興の未来ビジョン検討会運営案

35

未来ビジョン
検討会

未来ビジョン
の検討準備

事前準備

現状および復興、未来計画の把握
復興計画、産業開発、まちづくり計画の体系化

今後の
展開

地域産業の将来／SDGs未来シナリオ

将来の復興水準／現状維持シナリオの想定

検討機会、協議打合せ

重点検討分野の意見収集

持続可能な未来ビジョンの提案

継続的な検討⇒まちの未来へ

重点検討テーマの抽出

先進事例調査による成功メカニズム解明
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【子育て教育】
子供の安全・安心

4.5

5

5.5

6

6.5

7

7.5

8

8.5

2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050

常
住
人
口

(千
人

)

なりゆき
シナリオ

持続可能シナリオ

教育・地域
人材育成

六次産業化

電子・情報
産業

地元消費・
サービス業

域外従業者
の居住促進

出産・子育
て支援

既存産業の
維持

南相馬市

葛尾村

楢葉町

富岡町

浪江町

双葉町

大熊町

飯舘村

2010年度域内総生産
（100万円、

福島県市町村民経済計算）

117,919

23,251

397

34,913

5,258

12,810 68,783

3,546

19,018

1,453

2,248

1,743
2,174 37,284

8,400

19,418720

10,719
3,890

83,05124,551926

1,943
2,966

75,245

9,726
469

4,852

2,743
69,621

1,470

2,455
1,272

84
4,748

133
361

8
1,669717

一次
産業

製造業
・鉱業

建設業 電気ガス水道
廃棄物処理業

三次産業
（電気ガス水道
廃棄物除く）

凡例

＜8市町村合計＞
一次産業 ： 11,411
製造業・鉱業：75,777
建設業 ： 29,762
三次産業（電気ガス等除く）

： 209,681
電気ガス水道廃棄物

： 336,325

合計 ： 662,956

庁内体制の企業等調整
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地域住民・事業者が参画する対話型合意形成プロセス

自治体・住
民・事業者

専門家の知恵を集めること

地域生活
ニーズ

地域環境
の「たな
おろし」

地域環境
情報

地域エネルギー拠
点地区のデザイン
（技術・空間・生活） -低炭素技術

‐循環技術
‐産業共生技術

‐社会制度
‐土地利用転換

地域エネル
ギーまちづくり

地域の将来ビ
ジョンの構築

都市空間
解析システム

地域統合
評価モデル

地域エネル
ギーまちづくり
の技術・政策
メニュー
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地域情報
Staristics

・GIS Population, 
Industries, （500mgrid）

<2010年、2015年>

SDGsを用いた
自治体と地域の

診断
強みと課題

達成見込 ＳＤＧｓ指標を活用するシナリオ検討プロセス

Dialogue 
with 
Local 
Govern-
ments

Resea-
rch
Conso-
rtium

日本版ローカル
SDGs指標138

国際的なSDGs 
指標 232

BAU
シナリオs

モデル事業分野
の選定/

パイロットプロ
ジェクトの設計

将来SDGsの
ゴールと達成
のシナリオ

対策技術政策
インベントリ

社会対話で選定
するSDGｓ政策

キー指標
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サブテーマ２：行政と
SDGs
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2020 年9月30日

国連大学ｻｽﾃｲﾅﾋﾞﾘﾃｨ高等研究所

竹本和彦、Mahesti Okitasari、
蟹江憲史、森田香菜子、増田大美、

Tarek Katramiz、片岡八束

資料２
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サブテーマ２：行政とSDGs 概要

背景

既存研究ににおいては、SDGs達成に関する国際的レベルのガバナンスの研究は多いが、まだ、
国家・ローカルレベルのガバナンスに関する研究が少ない。このため、下記が必要。

・SDGs達成に向けた、国家・ローカルレベルの制度、ステークホルダーとの関係、活動を促す資
金等を明らかにする研究

・SDGs達成に向けて取り組んでいる具体的な国やローカルレベルの活動等の事例分析

研究概要

１ 国家政府レベルのSDGs達成に関するガバナンスの研究

２ 地方政府レベルのSDGs達成に向けた日本の自治体のケーススタディー

を通じて、行政主体において2030アジェンダ・SDGsがどのように主流化されていくべきか検討

成果イメージ

・国家レベルのSDGs達成のガバナンスの要件の明確化・国際的な政策提言

・自治体におけるSDGs実施モデルの検討・政策提言

・SDGsガバナンスの学術的な研究発展に対して、評価手法・事例分析手法の発展に貢献
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サブテーマ２：研究計画と成果物イメージ
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研究 2018年度 2019年度 2020年度

1．国
家
レベル

1.A 国家レベル
SDGs実施ガバナン
スの国際比較（全
般）

SDGs実施状況
マッピング

国家レベルのSDGs実施に関す
るガバナンス比較・ガバナンスの

違いによる影響分析

1.B SDGs実施ガ
バナンスの国際比
較（詳細）

日本・インドネシア
の詳細比較

主要国の2次データ
も含めたレビュー

1.C SDGsによる
国家開発計画への
影響

SDGsが国内の主要政策に与え
る影響分析

2．ロー
カル
レベル

2.A SDGsと地方
自治体に関する分
析枠組

2.B SDGs未来
都市（全体）

選定自治体全体
を対象に

基本データ収集・
分析

2.C 個別自治体
のSDGs実施
（ケーススタ
ディー）

下川町・富山市・
北九州市を対象に

ケース収集

SDGs実施に向け
た政策・合意形成
プロセス分析

自治体における効果的なSDGs
実施モデルの検討

国家レベルのSDGs
達成のガバナンスの
要件の明確化・

国際的な政策提言

SDGsガバナンスの学
術的な研究発展に
対して、評価手法・
事例分析の観点から

貢献

自治体における
SDGs実施モデルの
検討・政策的な提言



サブテーマ２研究対象

1.国家
National

2.地方
Subnational

日本
イン
ドネ
シア

1.A 国家レベルSDGs実施ガバナン
スの国際比較（全般）

2.A SDGsと地方自治体に関する分析枠組

バン
グラ
デ
シュ

・・・ ・・・
マ
レー
シア

・・・ ・・・

1.B SDGs実施ガバナンス
の国際比較（詳細）

・・・

2.B SDGs未来都市
（全体）

2.C 個別自治体のSDGs実
施（ケーススタディー）

S
D

G
s

実
施
に
向
け
た
政
策
モ
デ
ル
・
先
進
事
例
を
提
示
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1.C SDGsによる国家開発計画への
影響

エジ
プト ・・



１．サブテーマ２の研究目的

２．研究実施状況

２－１ 国家政府レベルのSDGs達成に関するガバナンスの研究

２－２ 地方政府レベルのSDGs達成に向けた日本の自治体ケーススタディー

３．今後に向けて

43



傾向:
• SDGs 投資のための非国家ステークホル
ダーとのパートナーシップが増加。 SDGs実
施により多くの企業セクターが参画できるよう規
制を簡素化する傾向

• 議会、ユース、 CSOs がより多く参画、パート
ナーシッププラットフォームの創設

• 国家政策・計画への主流化。また、国家予算
と地方計画における主流化へ

進展:
• 多くの国でSDGs実施のための基本的なガバナ
ンス仕組み作りが進む。市民の認識も向上

• SDGsに関する組織間調整メカニズム、マルチ
ステークホルダー関与、予算の約束、国家レベ
ルでのモニタリングメカニズム創設等。

課題: 
• ステークホルダー自身によるSDGs実施、連
携のためのプラットフォーム構築

• SDGsのローカル化・予算化, モニタリングメカ
ニズムのローカル化

• 目標間の相互作用の評価
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２－１ 国家政府レベルのSDGs達成に関するガバナンスの研究
1.A 国家レベルSDGs実施ガバナンスの国際比較 傾向と課題

手法： SDGs実施の効果的な国家政府レベル
のガバナンスを分析するための定性的基準
（約30項目）をリストアップし、155か国の
VNRs(Voluntary National Reviews)
（英語）を対象に評価



2030 アジェンダ実施のためのガバナンス・政策決定プロセス
• より多くのステークホルダーが参画するようガバナンス構造を拡大
• SDGsのゴール・ターゲット間、また他の国際枠組みとの相互関係を強

化するため、セクター・ステークホルダーの間の関係性を構築
• 一部の国ではSDGsが地方計画に主流化されることを確実にするた

め国家レベルで法的枠組みや期限を設定（例：インドネシア、パキ
スタン、コロンビア）。

2030 アジェンダ実施のためのファイナンス
• ほとんどの国が、SDGs達成に向けて国家予算の一部を投資すること

を約束している。一方、SDGs達成に必要なコスト試算、公共予算
以外の資金源可能性の特定、民間セクターによるSDGs投資引上げ
のための枠組みづくりを行っている国は少ない。

• 一部の国ではSDGsに関する予算と政策の関連づけが行われ、約3
割の国がゴールごとの国家政府予算を整理している（例：コロンビ
ア、ウルグアイ、パナマ）。また一部の国では、全ての政府活動を個
別SDGsとの関連で特定し、予算プロセスとも関連づけるべく作業中
（例：アルゼンチン、ホンジュラス）。

• 国家主体のファイナンスから代わって非国家アクターを巻き込んだファ
イナンスを追求する動きがみられる（例 sukuk, public-private, 
blended finance, green bonds, SDGs bondsなど）。SDGs 
実施のための民間企業主体イニシャティブはヨーロッパで高く
（30％）、他地域でも進められている（約10-20%の国）

• SDGsが予算プロセスの上流・下流ともに反映されるためには、国家レ
ベルでは財務省庁、地方レベルでも予算関連組織が主流化プロセ
スに初期段階で関わることが重要（例：デンマーク） 。

14.29% 5.56%
27.03%

9.09% 13.77%
9.52% 11.11%

8.11%
15.91% 11.59%

0.00%

50.00%

100.00%

Private sector initiatives for the SDGs 
implementation

Step completed Step commenced/on going

4.76% 0.00% 16.22% 2.27% 5.80%
19.05% 13.89%
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0.00%

50.00%
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Partnerships between state & non-
state actors for financing the SDGs 

implementation

Step completed Step commenced/on going

２－１ 国家政府レベルのSDGs達成に関するガバナンスの研究
1.A 国家レベルSDGs実施ガバナンスの国際比較
マルチステークホルダー連携を通じた可能性
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• 研究概要・手法：
SDGs達成に向けた各国の国家・地方ガバナンス
システム構造・機能とそのパフォーマンス改善の課
題（日本・インドネシア）を、構築した分析枠組
を活用して評価。

• 研究結果
各国でSDGs達成に向けたガバナンスシステム構
造や課題が異なることが明らかになった。

• 両国とも分野横断的な SDGsの達成に
向け様々な省庁間調整メカニズムを構築
しているが、特に地方レベルでは知識・能
力構築等に課題が残ることが示された。

• 各国の違いの要因は、SDGs達成のた
めのガバナンスシステム策定方法の違
い、それをリードする省庁の違い、SDGs
を支援する法制度枠組の有無が影響し
ていることが示された。

多様なステークホル
ダーが参画

大統領令等SDGs実
施の法的枠組あり

２－１ 国家政府レベルのSDGs達成に関するガバナンスの研究
1.B SDGs実施ガバナンスの国際比較（詳細）

日本とインドネシアのSDGs実施比較に関する論文（Sustainability Science, 2019)

Source: Morita, K., M. Okitasari and H. Masuda (2019) Analysis of 

national and local governance systems to achieve the sustainable 

development goals: case studies of Japan and Indonesia. 

https://doi.org/10.1007/s11625-019-00739-z



Governance & coordination 
mechanisms

２－１ 国家政府レベルのSDGs達成に関するガバナンスの研究
1.C SDGsによる国家開発計画への影響

論文「SDGs以後の国家開発計画：国家レベルの開発に向けたグローバル目標による影響」
（2020年7月World Development誌に提出）
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研究目的：
国家開発計画（NDP）における要素
（規範的枠組み、構造改革、メッセー
ジ、キャパシティ）に対して、 SDGsがど
の程度変化を与えることができたかを追
求する

研究手法：

直近の国家開発計画から6ケースを選
定：バングラデシュ、エジプト、マレーシ
ア、オマーン、カタール、タンザニア

データ出展：国家開発計画、政策宣
言、国家開発計画の歴史的・批判的
文献レビュー、開発パラダイム、社会経
済政策

１．内容分析における変数(Acharya, 2004; Chimhowu et al., 2019; Munro, 2019）：計画の
方向性、計画策定基盤、グローバルゴールとの関連、公的セクター改革、多様なステークホルダー関与

２．因果過程追跡に基づく演繹的分析法を用いたケースナラティブ（Collier, 2011)、ケースナラティブに関
する変数（Acharya, 2004): 論点、枠組み、適応



Governance & coordination 
mechanisms
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研究結果:
• 国家開発計画（NDPs）は論点と開発パラダイムを均衡させる場として機能している

• 対象とした全計画において、SDGsに導入された開発パラダイム（例：誰一人取り残さない）
への実務的な適応がみられた

• 国家毎の特徴がSDGsのローカライゼーションに影響を与える（例：NDPでは国内関心事
項がSDGsの言葉を使用し記載される）

• NDPは、SDGsに関連する規範を技術的に書き直している
• SDGsの開発アプローチを提供（例：エビデンス重視アプローチ、シナリオ分析、モデリング）
• NDPは、国内で既に普及している論調にとって魅力的となるようなSDGsの言葉を使用してい

る（例：一部の国ではNDPにおける人権に関するキーワード使用が少ない）

• NDPは国家開発計画策定を再構成することにより、SDGsに向けた適応を見せた
• 全ての国が、より多くの非政府アクターの参画を通じて、国家計画がより包括的でボトムアッ
プ型となるよう再構成を試みている

• NDPにおいて、社会経済的な公平性（例：ジェンダー不平等）に関する規範は明示されて
いるものの、一部の国では平等な参画・民主主義に関する規範は十分に翻訳されていない
（例：女性の政治・経済参画）

Source: Okitasari, M. & T. Katramiz (n.d) The national development plans after the SDGs: Steering implications of the global goals towards national development planning. Submitted to World Development on 
July 2020. Presented at the International SDG Research Symposium Global Goals 2020, 9-11 June 2020 (Virtual).

論文「SDGs以後の国家開発計画：国家レベルの開発に向けたグローバル目標による影響」
（2020年7月World Development誌に提出）

２－１ 国家政府レベルのSDGs達成に関するガバナンスの研究
1.C SDGsによる国家開発計画への影響



SDGs localization  の強調

• SDG サミットは、国連総会のもとで各国首脳級が参加する、持続可能な開発に関するハイ
レベル政治フォーラム (HLPF) として2019年9月 24-25 日に開催

• 政治宣言「持続可能な開発のための十年分の行動及び実行に向けて」では、2030アジェ
ンダ・SDGsの実施のための加盟国の10のコミットメントの一つとして “実行加速化のための
ローカルアクションの強化” を掲げている。

• 6つの首脳級対話の一つとして9月25日に “SDGsのローカライズ” を開催。地方・地域政
府のイニシャティブ及び役割、また2030アジェンダの実施へのコミットメントの重要性を共有

• サイドイベント “ハイレベル地方・地域政府フォーラム“ が9月24日に開催され、地方・地域
政府がどのようにSDGs実施及び行動加速化に向けたゲームチェンジャーになりうるかについ
て議論。

49

Source
https://sustainabledevelopment.un.org/sdgsummit
https://sustainabledevelopment.un.org/content/documents/24576Leaders_Dialogue_4.pdf
https://sdg.iisd.org/news/local-and-regional-governments-present-sdg-initiatives-at-second-forum/

(背景）SDGs×ローカルの国際的議論

UN Photo UN SDG Summit 2019

２－２ 地方政府レベルのSDGs達成に向けた
日本の自治体のケーススタディー

SDGs localization  の広がり
・各自治体の長期計画・ビジョンへのSDGs反映
・Voluntary Local Reviews（VLRs）等

例：OECD（経済協力開発機構）、ASEAN （東南アジア諸国
連合）、都市・自治体連合（UCLG) 

https://sustainabledevelopment.un.org/sdgsummit
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2.A SDGsと地方自治体に関する分析枠組

• 組織の適正化への関心の高まり (WB, 2017) とSDGs達成
に向けた加速化ツールとしてのガバナンス(OECD, 2019)

• 政策プロセスの全段階において、組織的なキャパシティとリソー
スに関する課題が存在

• SDGs達成には複雑なガバナンスを要する (Monkelbaan, 
2019)

グローバル議題を地域の行動に転換・実
施するにあたり、地域におけるガバナンスも
適応・変換させることが求められている。
• 合意やサポートを経て政策決定が行わ
れることが想定され、地方自治体は新
しいガバナンス体制構築を行う必要

• 地方自治体はそれぞれが直面する地
域課題に応じてガバナンス構造を変化
させる必要

• 特に地方においては、資源の少なさを背景にセクター間のよ
り一層の協働が求められている

• 政策決定構造とプロセスが複雑化する中で、地方の異なる
優先順位が断片化・暫定的なアプローチにつながるリスクが
存在（Okiに要確認）

SDGsのためのガバナンスに関する既存の研究

地方ガバナンスの変革

地方レベルへの影響

1) トランジション・マネジメント (Kemp, Loorbach and Rotmans, 2009; Loorbach and Rotmans,
2010) ：変革プロセス、計画・ガバナンスにおける課題を形成するため活用

2) トランスフォーマティブ（変革）キャパシティ (Wolfram, 2016; Wolfram et al., 2019; Castan Broto
et al., 2019) 地方自治体の観点から変革プロセスを形成する主要なファクターを検討するため活用

分析枠組

※日本・インドネシアのケースについてトランジションガバナンスに基づく政策分析を行い、2019年11月Earth System Governance学
会, Mexicoにて発表

２－２ 地方政府レベルのSDGs達成に向けた
日本の自治体のケーススタディー
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2.B SDGs未来都市（全体）

2030アジェンダ実施に向けた地域レベルのトランスフォーマティブキャパシティ（変革キャパシティ）に関する
検討 (2020年5月にSpringer Book Series に提出)

研究目的:
SDGs・関連実施課題が地域のガバナンス介入・
変革キャパシティの移行にどのように影響を及ぼす
かを分析する

手法:

日本における一部の都市におけるSDGsのための
地域ガバナンスに焦点を当てた実証的研究

地域の変革キャパシティを特定するため、 都市の
変革キャパシティ要素 (adapted from 
Wolfram, 2016; Wolfram et al., 2019; 
Castan Broto et al., 2019) (表1) を用いて
既存の地域ガバナンス戦略を分析する。

データ出展: 

SDGs未来都市イニシャティブにおける地方自治体
の計画、関連文献

C1. Inclusive and multiform urban governance

C1.1 Participation and 

inclusiveness

Non-state actors participate directly in 

the deliberation of actions with state 

actors.

C1.2 Diverse 

governance modes and 

network forms

Diversity of state and non-state actor-

networks and governance modes on local 

activities. Capacity building for social and 

political capital.

C1.3 Sustained 

intermediaries and 

hybridization

Intermediaries positioned between 

stakeholders that bridge relevant gaps in 

activities.

C2. Transformative 

leadership

Leadership connecting global-local level.

Political leadership and commitment to 

systemic change for sustainability.

C3. Local communities

C3.1 Addressing social 

needs and motives

Communities genuinely articulate social

needs. Social needs are analyzed and

reflected in local plans.

C3.2. Community 

empowerment and 

autonomy

Stakeholder association and citizens’

participatory are actively supported and

encouraged to be involved.

表1. 都市の変革キャパシティ要素

２－２ 地方政府レベルのSDGs達成に向けた
日本の自治体のケーススタディー
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Source: Okitasari, M., H. Masuda & K. Morita (n.d) Governance experimentations and cities in Japan: Understanding local 
transformative capacity to govern the implementation of the 2030 Agenda. Submitted to Advanced in the 21st Century 
Human Settlements (Springer book series, edited by Thammasat University) on May 2020. Presented at the Asia-Pacific 
Urban Symposium 2019: Transforming Sustainable Urban Development, 11-13 December 2019, Bangkok.

研究結果:
• SDGs地域実施における地域ガバナンスは、国家政策・地方自治体の政策が相互に支援

• C1) 包括的で様々な様式の都市ガバナンスキャパシティ
• 地域における非政府アクターの参画、例えば協働的なビジョン策定（下川町）、またより広いステー

クホルダーの参加、例えば女性のためのビジネスプラットフォーム（鯖江市）等の取組は、参画を促進
し、ガバナンス・ネットワーク形式を多様化しうる

• C2) 変革可能なリーダーシップキャパシティ; 
• 変革可能なリーダーシップは、ローカルの行動をグローバルな過程と関連させることに寄与(Voluntary 

Local Review等）。政治的な指導力・持続可能性に向けたコミットメントが存在することが必要
• C3) 地域コミュニティのキャパシティ

• 例えば福祉（見附市）や健康に関する知の拠点づくり（郡山市）等、社会的ニーズを組み込むこ
とで地域計画を促進しうる。

• コミュニティ参画は社会イノベーションを生み出すうえで重要な役割を果たす。長期的な知識マネジメ
ントは本キャパシティ要因に重要（例：過去の環境又は持続可能な開発に関するプログラムに長期
に参画した経験を持つ先進自治体）
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2.B SDGs未来都市（全体）

２－２ 地方政府レベルのSDGs達成に向けた
日本の自治体のケーススタディー

2030アジェンダ実施に向けた地域レベルのトランスフォーマティブキャパシティ（変革キャパシティ）に関する
検討 (2020年5月にSpringer Book Series に提出)



Governance & coordination 
mechanisms

53

研究目的: 地方公共団体がSDGsを主流化する方法について、政策統合(Policy Integration)の点か
ら追求するため

手法:  先進事例として日本のSDGs未来都市2ケースを選定: 下川町・北九州市. データは政策文書
（SDGs未来都市計画、自主的自治体進捗レビュー等）、インタビュー等

地域レベルのSDGs実施に向けた主流化評価のための分析枠組を開発・適用

カテゴリー SDGsローカリゼーションの要素

1 ガバナンスと調整メカニズム 意思決定主体、政治的リーダーシップ、事務局、財政部局、新規の財政機

会、非公式コミュニケーション、垂直方向・水平方向の調整

2 SDGsに関するステークホルダー/

パートナーシップ

計画・ビジョン設定段階、プロジェクト段階、モニタリング評価段階におけるマ

ルチステークホルダー参画、組織的設定、啓発活動

3 SDGs主流化に向けた政策メカニ

ズム

SDGsのマッピング、トップ事項・既存政策・計画へのSDGs主流化、新規戦

略の開発、ゴール／ターゲット／指標の優先順位付け、法的効力との関連

付け、予算との関連付け

4 モニタリング・評価の設定 モニタリング・評価の設定、データ収集

5 相互作用 ターゲット間・ゴール間の相互作用に関する評価、政策統合、SDGs関連ア

プローチの導入

論文「SDGsローカリゼーションの政策主流化プロセスの検討：日本のケースから」
（2020年7月Sustainability Scienceに投稿）

2.C 個別自治体のSDGs実施（ケーススタディ）

２－２ 地方政府レベルのSDGs達成に向けた
日本の自治体のケーススタディー
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研究成果:
• 地方自治体におけるSDGs主流化における可能性

- 企画部局を中心とした政策調整のための体制構築
- より広いステークホルダー参画
- 実施に向けた強制力の維持（例：総合計画・分野別計画・予算へのSDGs反映）
- 地域のオーナーシップ促進・地域課題の解決

• 地方自治体におけるSDGs主流化における課題
- 限られた人的資源
- 既存の計画サイクルとの調整
- 強固なモニタリングレビュー体制の構築
- 17ゴール間の相互作用の評価

• 課題への対応提案
- マルチステークホルダーとの協働は 資金的・人的資源を補完しうる
- 国家政府と地方自治体との間のコミュニケーションがSDGsローカリゼーション過程を支援
- 地方自治体の戦略的対応（既存政策に基づく調整・新プロジェクトの構築を含む）により、一部の
課題を解決しうる

Source: H Masuda, Okitasari M, K Morita, T Katramiz, H Shimizu, S Kawakubo , Y Kataoka. Examining the mainstreaming 
process of SDGs localization: Cases from Japan. Submitted to Sustainability Science in July 2020. Presented at the 
International SDG Research Symposium Global Goals 2020, 9-11 June 2020 (Virtual).

2.C 個別自治体のSDGs実施（ケーススタディ）

２－２ 地方政府レベルのSDGs達成に向けた
日本の自治体のケーススタディー

論文「SDGsローカリゼーションの政策主流化プロセスの検討：日本のケースから」
（2020年7月Sustainability Scienceに投稿）
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1．SDGs達成のための国家レベルのガバナンスの研究

・国家レベルでSDGs 実施が特に進んでいる分野（例：既存政策へのマッピング）、取組が不足し
ている分野（例：国家レベルの新規戦略）を明示。

・国によって異なるSDGs実施に向けた構造、改善のための課題の違い・要因として、ガバナンスシス
テム策定方法の違い、リード省庁の違い、法制度枠組の有無の影響を示した（日本・インドネシア
の比較事例）

・国家開発計画にSDGsが与える影響としては、 SDGsの開発パラダイム・アプローチの導入、包括
性、公平性等の面においてSDGsへの適応を示した一方で、SDGsのキーワードを国内関心事項
に沿った形での再活用・書き直しが見られた。

2．SDGs 達成のための地方レベルのガバナンス研究

・自治体とSDGsに関するガバナンスの分析枠組を提案。

・日本のSDGs未来都市全体の取組から、地域レベルの変革キャパシティとして、非政府アクター参
画等の包括的な体制、リーダーシップ、社会ニーズの反映等の要素を分析した。

・個別事例から、SDGs主流化評価のための分析枠組を提案し、地域におけるパートナーシップ、国
家との関係、戦略的対応が主流化の課題解決につながり得ることを示した。

国家レベル・地方レベルにおけるSDGs実施におけるガバナンスの要件、また政策提言に資する
課題を明らかにした。SDGsガバナンスの学術的な研究に関する評価手法・事例分析手法を
提案した。

３．今後に向けて
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サブテーマ２:行政とSDGs 年度末に向けた予定

研究

1．国家
レベル

1.A 国家レベルSDGs
実施ガバナンスの国際比
較（全般）

1.B SDGs実施ガバナ
ンスの国際比較（詳
細）

1.C SDGsによる国家開
発計画への影響

2．ローカ
ル

レベル

2.A SDGsと地方自治
体に関する分析枠組

2.B SDGs未来都市
（全体）

2.C 個別自治体の
SDGs実施
（ケーススタディー）

国家レベルのSDGs
達成のガバナンスの
要件の明確化・

国際的な政策提言

SDGsガバナンスの学
術的な研究発展に
対して、評価手法・
事例分析の観点から

貢献

自治体における
SDGs実施モデルの
検討・政策的な提言

SDGsが国内主要政策に与える影響分析のた
め、
・国家開発計画とSDGsに関する論文を出版予
定（提出済）

・今年度中に国家開発計画とVNRの関係性に関
する論文を学会誌に提出予定

・今年度中に個別ゴール（SDG7 エネルギーを
想定）及び他SDGsのInterlinkageに関する
論文を学会誌に提出予定

・SDGs、気候変動、生物多様性に関する対策
間のシナジーを生み出すNature-based 
Solutionsに関する国内ガバナンス分析を予定

SDGsがローカル政策に与える影響分析のため、
日本のSDGs未来都市をケースとして

・全体のガバナンスに関するブックチャプターを出版
予定（提出済）

・一部の未来都市のケーススタディとSDGs主流化
の要素に関する論文を出版予定（提出済）

・今後、 SDGs未来都市のCOVID-19下の取組
や官民連携ケース等について収集予定

・11月国際シンポジウムにて国内自治体、UCLG
アジア事務局長にご参加いただき、ローカルレベ
ルSDGsに関する意見交換を予定
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提言内容
1. 政府が分野横断的・複雑な持続可能性に関する

課題に対応するため、垂直的・水平的で強固なガ
バナンスメカニズムを構築する必要

2. SDGsとターゲット間、また他の国際議題との相互
関係性を強化し、シナジーを向上・トレードオフを
最小限とするため、セクター・アクター間の関係性を
創造する必要

3. 政策統合を改善させるため、SDGsを国家・地方
の予算プロセスに反映することの重要

アウトリーチ事例

2019年7月、UNU-IAS
Policy Briefとして出版。
2019HLPFにて政策決定
者に対して配布

国家政府レベルのSDGs達成に
関する政策提言

地方レベルのSDGs達成に関す
る政策提言（アラブ地域）

３．今後に向けて

提言内容
1. 2030アジェンダ実施に向けゴールの優先付け

を支援し予算・計画を管理するため、各都市の
文脈に適した地域的アプローチが必要

2. SDG体制メカニズムは、開発プロジェクトにおけ
る地域の非政府アクターの参画を向上させるべ
き

3. アラブ地域の都市は地域における優先的な対
策を特定し、実施促進の基礎条件を可能とす
る必要がある

2020年2月、UNU-IAS
Policy Briefとして出版。
世界都市フォーラムWUFに
て政策決定者に対して配布
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アウトリーチ事例

アジア太平洋地域における
SDGs実施の政策貢献

・UNU-IAS、UNESCAP、国連人間居住計画（UN-Habitat）、環太平洋大学協会（APRU）、都市・
自治体連合アジア太平洋支部（UCLG-ASPAC）と共同で「持続可能な都市開発のためのアジア太平
洋首長アカデミー」を構築・推進。

・2019年10・12月、2020年2月、5月オンライン実施

国連アジア太平洋経済社会委員会(UNESCAP)と連携
アジア太平洋の自治体・首長向けキャパシティビルディングに貢献

３．今後に向けて



サブテーマ３
企業とSDGs

慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科

蟹江憲史、タレク・カトラミーズ



1. 企業のSDGsに関する取り組みの
評価指標



企業価値の時間軸と財務分析

61

８年目以降
（51.3%)

51.3%

11.7%

13.0%

24.0%

7年目まで
（48.7%)

5年目まで
（37.0％）

３年目まで
(24.0％）

財務分析で
ぎりぎり

カバーできる
範囲

通常の
財務分析の
カバー範囲

経営目的・
経営戦略等
（＝企業の意
思）で評価する

範囲

金融庁資料
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投資家の投資判断における非財務情報

（出所） 経産省「価値協創造ガイダンス」
金融庁資料



日経がSDGs対応企業を評価・アワードも開始

★以下の4項目で評価
1. SDGs戦略・企業価値：方針・報告とコミュニケーション、推進体制・社内浸透、ビジネスで

の貢献、業績（5指標170点）

2. 社会価値：人権の尊重、消費者課題への対応、社会課題への対応、労働時間・休暇、
ダイバーシティ（5指標120点）

3. 環境価値：方針、温室効果ガス、消費電力、廃棄物、水資源、気候変動・資源・生物
多様性（6指標230点）

4. ガバナンス：取締役の構成・業績連動報酬の状況など（1指標90点） 63



日本国内の取り組み：
ジャパンSDGsアワード（内閣府）

評価指標
普遍性
包括性
参画型
統合性
透明性と説明責任



ESG指数に関するレビュー
• ESG投資市場は、近年、拡大の傾向。

• 非財務情報の評価については、SDGsより以前から取り組みがあり、その方法論は、年々、改

良され続けている。（先駆的なものとして、Dow Jones Sustainability Indiceがある。）

• ESG格付けは、格付け機関によって、評価指標や算出の方法が異なり、また、その公開された

説明も、概説的なものにとどまる。（これらの情報の利用に関しても、本来の投資や学術目的

以外に用いられる場合には、法的措置に出るとする機関もある。）

• ESG評価については、産業別に評価指標やその重みづけが設定されるケースが多い。

• ESG評価の方法論については、点数化についての説明を行なっているところはない。

• ESGインデックスの評価指標形成の際に、MDGsやSDGs、その他グローバルな人権規範やグ

ローバル・コンパクト等を基礎としているものも見られた。（具体的に、どう反映されたかについて

は不明。）

• 一部の金融評価機関は、商品の分析を行ない、企業評価につなげている場合がある。

• AIを活用した取り組みも、見られるようになってきた。

• 格付け機関を評価するシンクタンク（SustainAbility (an ERM Group Company)）が

あり、11の機関をアンケート調査結果により、評価しているものがある。



SDGs対応のESG評価指標例：
FTSE Russell ESG Ratings

Source: https://research.ftserussell.com/products/downloads/ftse-russell-esg-presentation-for-jp.pdf

FTSE Russell’s ESG Ratingsを通じたSDGs(持続可能な開発目標)への対応

FTSEは、企業の格付けにあたり、SDGs配慮を行なっている。ここで提示されている評価指標から、300程度の小項目（質
問項目）を作成しており、それらの質問に基づいて、企業の取り組みを定性的かつ定量的に評価し、スコアリングを行なって
いる。すべての質問項目については、非公開となっている。



SDGs対応のESG評価指標例：
FTSE Russsell ESG Ratings

Source: https://research.ftserussell.com/products/downloads/ftse-russell-esg-presentation-for-jp.pdf

FTSE Russell’s ESG Ratingsを通じたSDGs(持続可能な開発目標)への対応



MSCI ESG Rating

Source: https://www.csr-communicate.com/ratingandindex/msci

MSCIのESGRatingの評価指標については、中項目のレベルで確認できた。



RobecoSAMの評価指標一覧

Source: http://www.env.go.jp/policy/j-hiroba/kigyo/R1/ESGkakudukeGirei.pdf

実用性が高いとされるESG評価を行なっているRoberco SAMは、Dow Johns 
Sustainability Indiceを発表し、格付けを行なっている。質問項目を明らかにしてい
る。



RobecoSAMの評価項目一覧

Source: http://www.env.go.jp/policy/j-hiroba/kigyo/R1/ESGkakudukeGirei.pdf



先行研究（調査）：KPMGによる調査の評価指標
• KPMG Internationalによる「CSR報告書評価2017」が、企業報告におけるSDGsへの対応を調査している。企業評価
ではなく、トレンドの分析を行った。（Source: https://home.kpmg/content/dam/kpmg/jp/pdf/jp-csr-
report-survey2017.pdf）

• 対象企業：世界の主要企業250社

• KPMGによる９つの評価指標

• 認識

• 1. SDGsに取り組むことのビジネス上の意味を説明しているか？

• 2. 経営者自らがSDGsについて言及しているか？

• 3. SDGsに対するインパクト評価の結果を説明しているか？

• 優先順位付け

• 4. SDGsの17のゴールのうち、自社の活動やステークホルダーにとって優先順位の高いものを特定しているか？

• 5. SDGsの優先順位付けの方法について説明しているか？

• 6. SDGの169のターゲットのうち、自社のビジネスに関連性の高いものを特定しているか？

• 測定

• 7. SDGsに関連する自社の取組についてのパフォーマンス目標を公表しているか？

• 8. 設定されたパフォーマンス目標はSMART（具体的で、測定可能で、達成可能で、自社ビジネスに関連性
が高く、期限が定められている）か？

• 9. SDGsの取組の進捗を測定するために用いている指標について詳しく説明しているか？

https://home.kpmg/content/dam/kpmg/jp/pdf/jp-csr-report-survey2017.pdf


• ESGインデックスは多様。それぞれの視点で企
業を評価。
• ただし、詳細は明示されておらず

• SDGsに基づく企業評価も始められつつあるが、
指標の詳細はほとんど示されていない



2.企業のSDGsの取り組みから検討する指標
－良品計画の事例研究ー



企業によるSDGsの
インプリメンテーションの事例：良品計画の取り組み

•商品がSDGsにどう貢献するか？

重層的な分析
手法を再検討

良品計画におけるサプ
ライチェーン・マネジメン
トをSDGsの目標及び
ターゲットに紐づけ。
（全抽出項目は、約
250項目）



• 商品分析の取り組み
• 今日の金融分野では、SDGsを活用した商品分析を企業評価に活用する事例も見られるようになって
きた。（外資系金融評価機関が行なっている例：Sustainalytics, ISS-Oekom）

• 商品分析は、金融分野の企業評価の一環として位置付けることが可能となってきている。

• 分析手法：商品を構成する持続可能性貢献要素とサプライチェーンからの持続可能性貢献要素を抽
出、要素分解し、項目化したものを、SDGsターゲットと照らし合わせて総合的に分析し、診断。長所と
課題の抽出・分析を行った。これにより、企業戦略や商品政策に関する将来目標と指標のありかたの検
討へ。

• 「100の良いこと」とSDGsの紐付け
• 「100の良いこと」とは、良品計画の、商品や事業を通じた、SDGs（CSR）に関する取り組みのこと。

• SDGs（SDGターゲット）と紐付けることにより、SDGsを用いて取り組みを表現した。

企業的取り組みの診断及び長所と課題の抽出（社内で分析を行った。）
→統合的実施モデルの構築 75

良品計画におけるSDGsの取り組みの分析



良品計画でのSDGsを活用した分析手法

①商品分析

②「100の良いこと」のSDGsへの紐付け

サプライチェーンからの分析項目の抽出
（100の良いことの一部も含まれる）

項目化
（データベース）

項目の
SDG分析

商品の重層的分析
（SDGsカバー率）

データベースから
項目の選択（複数）

100の良いこと
のキー項目の特定

※「100の良いこと」とは、良品計画の、商品や事業を通じた、SDGs（CSR）に関する取り組みのこと。

100の良いことの
重層的分析（紐付け）



良品計画の「100の良いこと」

Source: https://ryohin-keikaku.jp/csr/list/



2.1.1. 無印良品の商品分析



商品の分析事例：オーガニック・コットン・T シャツ

商品のサプライチェーン（ライフ・サイクル）

商品の設計（デザイン）

商品

設計
調達 製造 物流 販売

回収

（リサ

イク

ル）

100の良いこと →ビジネスを通じた実現（CSV）

抽出項目
・Tシャツ ・オーガニック
・コットン ・インド産
・ベトナム製 ・ベターワーク計画（工場）
・船での輸送
・回収（バイオエタノール化）
・プリントタグ ・包装の簡易化
など

SDGsで各項目
を±を分析
（280程度）

関連項目を選択し、
合算して総合分析

※良品計画の無印商品は、社会貢献が、そのサプライチェーンや商品設計に練りこまれている。
（ビジネスを通じて、経済効果と社会的価値を実現することを念頭に置いている。）

商品の価値として反映

商品の価値として反映

79

商品そのものと、商
品の生産プロセス
を統合的に分析す
ることを試みた。



SDGs関連項目の同定
良品計画によるサプライチェーン分析結果（100の良いことが含まれる）からSDGsに関連した項
目を抽出。



SDGs関連項目の分析
各項目を169のSDGターゲットに照らし合わせて関連づけ。その際には、エヴィデンス、科学
的根拠（学説）等を基礎に、分析項目とSDGsターゲットとの因果関係を±で判断。

根拠
インパクト



商品に該当する項目と
その分析結果の整理

分析結果をSDGターゲットにより整理した。
商品に関連する選出された項目

SDGターゲット



商品に該当する項目
の分析結果を総合分析表に反映

内訳表の結果を、総合分析結果に反映。該当項目を各SDGターゲットごとに整理し直し、
該当するターゲットをカウントし、数値化した。その上で、カバー率を算出した。

項目 カバー率の算出項目の数



0

0.1

0.2

0.3
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0.6

0.7
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Goal 1

Goal 2

Goal 3

Goal 4

Goal 5

Goal 6

Goal 7

Goal 8

Goal 9Goal 10

Goal 11

Goal 12

Goal 13

Goal 14

Goal 15

Goal 16

Goal 17

総合分析：カバー率 （ ）
該当するゴール
の総ターゲット数

該当するゴールの
取り組みのある
ターゲットの数

Goal 1 1

Goal 2 0.375

Goal 3 0.81818182

Goal 4 0.7

Goal 5 0.66666667

Goal 6 0.625

Goal 7 0.4

Goal 8 0.83333333

Goal 9 0.625

Goal 10 0.5

Goal 11 0.9

Goal 12 0.72727273

Goal 13 0.6

Goal 14 0.2

Goal 15 0.16666667

Goal 16 0.75

Goal 17 0.42105263

84
総合分析結果の各ゴールのカバー率をデーターチャート化
し、可視化した。

オーガニックコットンTシャツの
SDGsターゲットカバー状況をデータチャート化

例えば、エネルギーの持続可能性への取り組みの
余地があることがわかる。（統合的実施へのイン
プリケーション）



分析をした商品

良品計画の販売戦略に沿う形で、以下の４つのOS商品（戦略商品）の分析を行なった。

活用した情報ソース：

①HPなどの公開情報

②社内で行っているサプライチェーン分析結果

③コンプライアンス規定などの社内情報（守秘義務あり）

④ 一般的な学説（学術論文、報告書）等

①オーガニックコットンTシャツ

②掃除システムシリーズ ③薬用美白シリーズ ④新疆洗いざらし

オックスボタンダウ
ンシャツ



「企業のためのSDGs行動リスト」（xSDGラボ）を活用し、
SDGsによる企業評価指標を整理中

これが「SDGsに向かっている企業」を示す行
動だ、というものを集めたリスト

【成果】

行動リストの提示：SDGsを企業が目指
すことの具体化

【フレームワークの検討】
評価の対象

▶UNDP SDG Impact⇒プロセス評価
▶タクソノミー評価⇒課題が多い
[結論]プロセス(サプライチェーン)評価

評価軸
行動リストと判断基準の提示

整理の方法
①労働・人権、②環境マネージメント
③経営・管理、④気候変動

2

1

3

http://xsdg.jp/sdgactionlistver1.html

http://xsdg.jp/sdgactionlistver1.html

